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都市再生安全確保に関する取組
行政情報

内閣府地方創生推進事務局，国土交通省都市局まちづくり推進課，
国土交通省都市局街路交通施設課，国土交通省住宅局市街地建築課

大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内等の滞在者等の安全の確保を図るため，
平成 24 年 7 月に改正都市再生特別措置法の施行，及び都市再生安全確保計画制度を創設するなど，国に
おいては，ハード ･ソフト両面にわたる支援策を講じており，官民の連携による取組が進んでいる。本稿
は，都市再生安全確保計画制度の概要及び支援策等について紹介するとともに，地下街における安全対策
についても併せて紹介する。
キーワード：都市再生安全確保計画，地下街における安全対策

1．はじめに

平成 14 年に制定された都市再生特別措置法によ
り，都市再生緊急整備地域において都市開発事業等に
よる都市機能の集積が図られてきたところであるが，
平成 23 年 3 月の東日本大震災では，管理者の異なる
様々な施設が集積する大都市の交通結節点周辺等のエ
リアにおいて，帰宅困難者等による大きな混乱が発生
した。今後，首都直下地震等の大規模な地震が発生し
た場合には，それをはるかに上回る混乱の発生が想定
されることから，官民の連携によるハード ･ソフト両
面にわたる都市の安全確保策が必要であることが明ら
かとなった。
このような背景の下，都市再生特別措置法が改正さ

れ，「都市再生安全確保計画制度」が平成 24 年 7 月に
創設された。本制度は，都市再生緊急整備地域を対象
に，官民が協働して都市再生安全確保計画を作成し，
災害時の無用のパニックの発生等の人的被害等の抑制
を図ることを目的としている。
本稿では，都市再生安全確保計画制度の概要及び支

援策等について紹介すると共に，地下街における安全
対策の推進について安心避難対策が求められる背景か
らそれに対する今後の取組について紹介していきた
い。

2．都市再生安全確保計画制度について

（1）制度の概要
都市再生安全確保計画は，大規模な地震等が発生し

た場合における都市再生緊急整備地域内の滞在者等の
安全の確保を図るため，国，地方公共団体，民間事業
者等の関係者の適切な役割分担・連携方法等を定め，
それぞれが定められた事業又は事務を着実に実施でき
るようにするための計画である。都市再生安全確保計
画には，滞在者等の安全の確保を図るために必要な退
避経路，退避施設，備蓄倉庫等の施設の整備に関する
事業等を記載する。
都市再生安全確保計画に記載される事業等は，退避
経路，退避施設，備蓄倉庫等の都市再生安全確保施設
の整備・管理や建築物の耐震改修等のハード対策及び
情報共有・提供，地域における防災に関する訓練の実
施，人材の確保，人材の育成，ルールの整備，医療サー
ビスの確保等のソフト対策等，ハード・ソフト両面か
らの幅広い対策が盛り込まれることが想定される。ま
た，防災性の向上のために必要な事項や，都市機能の
確保，立地企業の事業継続性の向上に係る対策等を記
載することも重要である。
都市再生安全確保計画は，都市再生緊急整備地域に
組織することができる都市再生緊急整備協議会（法定
協議会）が作成する。都市再生緊急整備協議会は，国，
関係地方公共団体，都市開発事業者等に加えて，警察，
消防などの防災関係機関をはじめ，避難スペースを有
する既存のオフィスビル等の所有者・テナント，滞在
者等の行動・数を左右する鉄道事業者，情報通信施設
を有する情報通信事業者，水道，電気，ガスなどのラ
イフライン事業者，医療サービスを提供する医療機関
等の官民の様々な関係者によって構成される。
都市再生緊急整備地域内の関係者が，防災上の取組
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の必要性を認識し，当事者として都市再生安全確保計
画の作成に取り組むためには，地域の災害に対する抵
抗力や脆弱性の現状，災害発生時のイメージ等を共有
する必要がある。地域の現状を踏まえ，都市再生緊急
整備協議会において防災対策の方向性や相互の対応，
各々の役割分担について協議し，関係者が連携・協力
して計画的に対策を講じていくことが重要である。
都市再生安全確保計画に記載された事業又は事務の

実施主体は，記載された内容に従い事業又は事務を実
施することになるが，状況の変化等により，内容等に
変更が生じた場合には，都市再生緊急整備協議会での
合意に基づき，都市再生安全確保計画の変更を行うこ
とや，対策を緊急に講ずべき必要性に鑑み，一旦，関
係者が合意できる範囲で都市再生安全確保計画を拡大
的に変更していくことも可能である。
都市再生安全確保計画により，多数の帰宅困難者等

が無秩序に道路上等を帰宅しようとして危険や混乱が
増大することを防ぐとともに，このような混乱によ
り，地域外からの緊急車両や救助・支援活動等の妨げ
になることを回避することは滞在者等の安全の確保に
つながる。また，地域の混乱を最小限に抑えることは，
限りある応急対応能力を効果的に発揮することを可能
とし，地域内の企業等の通常業務への速やかな復帰に
つながるなど，地域の災害対応力を強化することとな
り，都市再生の意義をさらに高める効果がある。
なお，内閣府・国土交通省では，都市再生安全確保

計画制度の普及・周知並びに都市再生安全確保計画の
作成・実施の推進を目的として，「都市再生安全確保
計画作成の手引き（平成 28 年 9 月第 2 版）」「都市再
生安全確保計画のワンポイント事例集・Q＆A集（平
成 29 年 4 月版）」を作成している。都市再生安全確保

計画等の作成・実施に当たっては，本手引き等を活用
されたい。

（2）法制上の特例制度
都市再生緊急整備協議会による都市再生安全確保計
画の作成を推進するため，法制上の特例措置を改正都
市再生特別措置法に設けている。
法制上の特例措置は大きく分けて 3つあり，具体的
には，①都市再生安全確保計画の作成・実施に関連し
て必要となる建築確認といった行政手続きのワンス
トップ処理，②備蓄倉庫等の都市再生安全確保施設の
整備促進のための容積不参入，③多数の権利者が存在
する退避経路の確実な確保といった都市再生安全確保
計画の実効性を高めるための協定制度，を規定してい
る。

3． 都市再生安全確保計画制度に係る支援策
について

都市再生安全確保計画制度に係る支援策について，
国として，計画の作成から計画に基づくソフト・ハー
ド事業の実施に至るまで幅広く支援を行っている。

（1）都市安全確保促進事業（図─ 1）
改正都市再生特別措置法に基づき，国は，国，地方
公共団体，鉄道事業者，大規模ビル所有者等を構成員
とする都市再生緊急整備協議会が全員合意の下で作成
する都市再生安全確保計画の作成，及び計画に基づく
ソフト・ハード両面の事業に対して，国が補助を行う
「都市安全確保促進事業」を平成 24 年度に創設した。
さらに，都市再生緊急整備地域以外の地域において

図─ 1　都市安全確保促進事業の概要



13建設機械施工 Vol.70　No.12　December　2018

も，上野駅など帰宅困難者が相当数生じることが想定
される地域が存在することなどから，平成 25 年度に
は 1日当たりの乗降客数が 30 万人以上の主要駅周辺
を補助対象地域に追加する制度拡充を，平成 29 年に
は指定都市又は特別区内にあっては 1日当たりの乗降
客数が 20 万人以上の駅，中核市，施行時特例市又は
県庁所在都市にあっては，当該市内において乗降客数
が最も多い駅である中心駅周辺を補助対象地域に追加
する制度拡充を実施している。
〈対象地域〉
都市再生緊急整備地域，主要駅周辺，中心駅周辺

〈補助事業者〉
 市町村（特別区含む），都道府県，都市再生緊急整備
協議会，帰宅困難者対策協議会，都市再生推進法人

〈補助対象〉
【コア事業】
①都市再生安全確保計画又はエリア防災計画の作成の
ための協議会に対する支援

②都市再生安全確保計画又はエリア防災計画に係る支
援

③都市再生安全確保計画又はエリア防災計画に基づく
ソフト事業に対する支援

　・ 退避方法や退避施設の確保等に関するルールの作
成，備蓄物資の確保・提供ルールの作成，非常用
電源，通信等の共同インフラに係る連携方法等の
作成に要する関係者間の調整等に要する費用

【附帯事業】
都市再生安全確保計画又はエリア防災計画に記載さ

れた，コア事業と一体的に実施される退避施設（掲示
板の掲示その他の方法により既存施設の活用を行うも
のに限る。），備蓄倉庫，情報伝達施設，耐震性貯水槽，
非常用発電設備等の整備に要する工事費，附帯工事
費，測量設計費又は補償費
※建築物の躯体工事を伴わないものに限る

〈補助率〉
【コア事業】2分の 1【附帯事業】3分の 1

※ 1   帰宅困難者対策協議会：主要駅・中心駅周辺に
おいて，関係自治体，国及び鉄道所有者に加え，
必要に応じ独立行政法人，特殊法人，地方独立
行政法人，都市開発事業を施行する民間事業
者，建築物の所有者，管理者若しくは占有者及
び公共公益施設の整備若しくは管理を行う者に
より構成される協議会

※ 2   エリア防災計画：帰宅困難者対策協議会により
作成される都市再生安全確保計画に準じた計画

（2）災害時拠点強靱化緊急促進事業
国土強靭化の推進に向け，首都直下地震，南海トラ
フ地震等の大規模災害において大量に発生する帰宅困
難者や負傷者等を一時的に受け入れるために必要とな
るスペース等の整備に対し，国が必要な助成を行う事
業として平成 26 年度に創設した。
平成 29 年度には都市再生緊急整備地域及び 1日当
たりの乗降客数が 30 万人以上の主要駅周辺を補助対
象地域に追加する制度拡充を実施している。
〈対象地域〉
都市再生緊急整備地域，主要駅周辺，中心駅周辺

〈補助事業者〉
地方公共団体，民間事業者等

〈対象施設〉
一時滞在施設，災害拠点病院

〈補助対象〉
①帰宅困難者等の円滑な受け入れのため付加的に必要
となる避退施設（受入スペース）の整備に要する費
用
②帰宅困難者等の受入に伴い付加的に必要となる防災
備蓄倉庫の整備に要する費用
③帰宅困難者等の受入に伴い付加的に必要となる非常
用発電機，耐震性貯水槽，防災井戸，マンホールト
イレ，非常用通信・情報提供施設等の施設を設置す
るための工事に要する費用（付随して必要となる設
備配管等の整備費を含む。）

〈補助率〉
【民間事業者が事業主体の場合】
国：2/3，民間：1/3

【地方公共団体が事業主体の場合】　
国：1/2，民間：1/2

〈その他要件等〉
・ 耐震性を有すること（新築の場合は，耐震等級 2相
当）
・ 自家用分（通常時に施設利用する者の分）と帰宅困
難者分の食糧 ･水等を 3日分備蓄可能であること

・ 原則，躯体工事を伴うものであること　等

4．地下街における安全対策の推進

（1）安心避難対策が求められる背景
（a）地下街の現状
地下街の多くは昭和 30 年代，40 年代に建設されて
おり，開設から 30 年以上経過している地下街は全体
の 8割以上であり，中には 60 年以上経過しているも
のもあることから，老朽化への対応が必要となってい
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る（図─ 2，写真─ 1）。
（b）地下街の役割
地下街の多くは，ターミナル駅周辺の地下歩行者

ネットワークの一部としての役割を担っており，地下
街利用者（地下通路の通行者数）が 1日あたり 10 万
人以上となる地下街も多数存在しているなど，民間が
所有・管理する都市の公共的な施設として欠かせない
ものとなっている。

◇地下街の安心避難対策ガイドラインについて（平成
26 年 4 月 25 日公表）◇
国土交通省では，大規模地震時の公共用通路等公共
的施設を対象として，地下街が有する交通施設として
の都市機能を継続的に確保していくために必要な耐震
診断・補強の方法や非構造部材の点検要領，様々な状
況を想定した避難計画検討の方法等について，技術的
な助言としてとりまとめた「地下街の安心避難対策ガ
イドライン」を策定した（図─ 3）。

（2）地下街防災推進事業について
全国の拠点駅等に存在する地下街は，地下街店舗の
利用者のみならず，多くの市民が利用する重要な公共
用通路の役割を有しており，都市における重要な歩行
者ネットワークを形成していることから，その都市機
能を適切に確保していくことが求められている。一方
で，大規模地震発生時等災害時には，地下街の公共用
通路は避難空間として重要な役割を担っており，避難
空間の安全の確保を図るため，地下街の防災対策が必
要となっている。
◇地下街防災対策の取組み事例
〈三宮地下街（兵庫県神戸市）〉
三宮地下街では，平成 26 年度に天井点検等を行い，
地下街防災推進計画を策定し，平成 27 年度より防災
推進計画に基づく対策を実施している。
対策の内容： 公共通路天井部の全量点検調査，公共通

路天井部耐震補強工事等（写真─ 2）

図─ 2　地下街の開設経過年数：79 箇所

写真─ 1　天井部の遊離石灰

図─ 3　地下街防災推進事業
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（3）地下街防災対策の今後の取組み
現在，完成供用から 30 年以上経過する地下街は全

体の 8割以上を占め，施設の老朽化が進んでいる状況
であるため，防災対策を実施する地下街に優先順位を
設け，優先度の高い地下街への重点化について検討
し，地下街の更なる安全確保を図って参りたい。

5．おわりに

首都直下地震，南海トラフ巨大地震等の大規模災害
が切迫しており，また 2020 年オリンピック・パラリ
ンピック東京大会の開催を控えるなど，人口・都市機
能が集積する都市再生緊急整備地域等において帰宅困
難者対策を進めていくこと，また，地下街における安
全対策の推進は喫緊の課題となっている（図─ 4）。
今後もより一層，取組を推進して参りたい。

図─ 4　都市再生安全確保計画等の策定状況

写真─ 2

 




